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 工事内容 本工事は、上記場所における中
国四国管区警察学校の下記に示す施設の新築
に伴う建築工事及び取りこわし工事を行うも
のである。
なお、新築工事に関連する電気設備工事、
機械設備工事は本工事に含まない。
１）本館 新築１棟
構造階数：鉄筋コンクリート造

地上５階建
建物規模：延べ面積555046

２）渡り廊下 新築１棟
構造階数：鉄骨造一部木造 平屋建
建物規模：延べ面積 1404

３）屋外排水設備 新設一式
４）舗装
イ）アスファルト舗装 新設一式
ロ）コンクリート舗装 新設一式
ハ）レンガ舗装 新設一式
ニ）石舗装 新設一式
ホ）縁石 新設一式
５）工作物
イ）設備用トレンチ（共同溝） 新設一式
ロ）車止め 新設一式
ハ）掲揚ポール 新設一式
ニ）オイルタンク躯体 新設一式
６）樹木 新植一式
７）エレベーター設備工事 新設一式
８）取りこわし 取りこわし一式
 敷地面積 4915259
 工期 本工事は、受注者の円滑な工事施工
体制の確保を図るため、事前に建設資材、労
働者確保等の準備を行うことができる余裕期
間を設定した工事である。
余裕期間内は、主任技術者又は監理技術者
を配置することを要しない。また、現場に搬
入しない資材等の準備を行うことができる
が、資材の搬入、仮設物の設置等工事の着手
を行ってはならない。なお、余裕期間内に行
う準備は受注者の責により行うものとする。
工期：令和６年２月１日から令和８年12月
16日まで

（余裕期間：契約締結日の翌日から令和６
年１月31日まで）

なお、低入札価格調査等により、上記の工
期の始期以降に契約締結となった場合には、
余裕期間は適用しない。
指定部分工期：令和６年２月１日から令和
８年２月20日まで
指定部分範囲：１）本館、２）渡り廊下、
３）屋外排水設備、４）舗装のうちイ・ロ・
ハ・ホ、５）工作物、６）樹木、７）エレベー
ター設備
 使用する主要な資機材
コンクリート約5400、鉄筋約800ｔ、鉄
骨約30ｔ、板ガラス約550
 工事実施形態
１）本工事は、価格以外の要素と価格を総合
的に評価して落札者を決定する総合評価落
札方式（技術提案評価型（Ｓ型））のうち、
品質確保のための体制その他の施工体制の
確保状況を確認し、施工内容を確実に実現
できるかどうかについて審査し、評価を行
う施工体制確認型総合評価落札方式の試行
工事である。
２）本工事は、競争参加資格確認申請書（競
争参加資格確認のための添付資料を含む。
以下「申請書」という。）を提出した者のう
ち、一次審査の審査評価点合計が上位の者
に限り、二次審査に必要な書面の提出を求
める段階選抜方式の試行工事である。
３）予定価格が１億円以上の工事で、低入札
価格調査制度調査対象工事にあっては、現
場にモニターカメラの設置（施工状況の把
握）及び発注者の指定する不可視部分の施
工に関するビデオを撮影し、発注者への提
出を実施する工事である。
４）本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事
であり、詳細は施工条件明示による。
５）本工事は、建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律（平成12年法律第104号）
に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃
棄物の再資源化等の実施が義務付けられた
工事である。
６）本工事は、契約締結後、労働者確保の方
策に変更が生じ、適正な工事の実施が困難
となる場合に、必要となる費用について支
出実績を踏まえ、設計変更により対応する
試行工事である。

７）本工事は、入札時積算数量書活用方式の
対象工事である。詳細は入札説明書による。
８）本工事は、発注者が週休２日に取り組む
ことを指定する週休２日促進工事（発注者
指定方式）である。
９）本工事は、ＢＩＭ活用に係るＥＩＲ（発
注者情報要件をいう。）を適用する工事であ
る。
10）本工事は、「デジタル工事写真の小黒板情
報電子化」の対象工事である。
11）本工事は、「情報共有システム」を活用す
る工事である。
12）本工事は、「建設現場の遠隔臨場」の対象
工事である。
13）本工事は、受注者が入札時又は工事中に
施工合理化技術（ただし、発注者指定の技
術を除く。）に関する技術提案を行い、履行
による効果が確認された場合、請負工事成
績評定要領に基づき評価する対象工事であ
る。
14）本工事は、建設キャリアアップシステム
活用推奨モデル営繕工事の試行対象工事で
ある。試行内容の詳細は、現場説明書によ
る。
15）本工事は、ワーク・ライフ・バランス等
推進企業を評価する試行工事である。
16）本工事は、賃上げを実施する企業に対し
て総合評価における加点を行う工事であ
る。

 本工事は、資料提出及び入札等を電子入札
システムで行う対象工事である。なお、電子
入札システムにより難い者は、発注者の承諾
を得て紙入札方式に代えることができる。
 本工事は、契約手続きにかかる書類の授受
を、原則として電子契約システムで行う対象
工事である。なお、電子契約システムにより
難い者は、発注者の承諾を得て紙方式に代え
ることができる。
 本工事は、落札決定後に「予定価格（税抜
き）、予定価格（税抜き）の積算内訳、調査
基準価格、落札理由（総合評価落札方式）」、
契約締結後に「工事設計書」を公表する工事
である。工事設計書については、契約後に適
時、中国地方整備局のホームページにより公
表する。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）（以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。
 中国地方整備局における令和５・６年度
「建築工事」に係る一般競争参加資格の認定
を受けていること（会社更生法（平成14年法
律第154号）に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続開始の申立
てがなされている者については、手続開始の
決定後、中国地方整備局長が別に定める手続
に基づく一般競争参加資格の再認定を受けて
いること。）。
 中国地方整備局における令和５・６年度
「建築工事」に係る一般競争参加資格の認定
の際に客観的事項（共通事項）について算定
した点数（経営事項評価点数）が、1200点
以上であること。（上記の再認定を受けた者
にあっては、当該再認定の際に、経営事項評
価点数が1200点以上であること。）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省発注工事等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。
 平成20年４月１日以降に元請けとして完
成・引き渡しが完了した、次の同種工事の施
工実績（民間の施工実績も可）を有すること。
又は、平成20年４月１日以降に元請けとして
完成・引渡が完了した海外施工実績のうち、
海外インフラプロジェクト技術者認定・表彰
制度において認定された工事が次の同種工事
の施工実績を有していること。
同種工事とは、下記からまでの要件を
すべて満たす、新築又は増築工事。（以下「同
種工事の実績」という。）
 建物用途：事務所・庁舎・研修施設・学

校又は類似施設（類似施設と
は１棟の延べ面積のうち、事
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